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2000年3月第46巻第 3号商経学叢

『非営利組織の形成理論』

非営利組織はなぜ存在するのか その1

宏和田堀

今日世界的規模において多数の非営利組織が活動しているが， 非営利組織

の形成 一 非営利組織はなぜ存在するの か一 に関してはいくつかの説（アプロ ー

チ）が見受けられる。 それぞれのアプロ ー チには時代性と地域性を特徴としなが

概要

それらを越えた普遍的・ 一般的な理論なりモデルが探求されている。 今後らも，

はこれらの所説に連続して検討を加えることになるが， 最初の古典的に認知を受

アプロ ー チ ー その中でも最初の提唱者であるB. A. 

その節の含意をさらにより明らかにすると同時にWeisbrodの説を取り上げて，

若干の批判を行う。

「政府の失敗」けている

政府の失敗， 市場の失敗非営利組織， 存在理由， 多様な解釈，キ ー ワ ー ド

ーこめじは

一般に事業組織の固有な資金調達源泉と行動目的

さらには組織の行動形態に基づいて， 純粋利潤追求組織（所有者のための金銭的利益の実

現）・準利潤追求組織（構成員のためのサ ー ビス便益の実現）と純粋非営利組織（すべて

需要に基づくサ ー ビスの供給）・準非営利組織（一部受益者負担に基づくサ ー ビスの供給）

に分類することができる。

現代経済社会に見られる事業領域は，

なぜ現代の資本制経済社会において営利それでは．このような分別が許されるとして，

私企業部門と公共部門と並んで非営利組織部門が存在ししかも発展・拡大しているのかに

どこにその経済合理性と社会的背景がある

のかを問うという問題が生じる。

非営利組織は営利企業と比較してインセンティブにおいて， 公的組織と比較して収人確

保において劣勢である。 それにもかかわらず， 非営利組織は財・ サ ー ビスを供給する営利
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私企業や政府企業とどのような条件の下で共存し， どのような条件の下でより優位な地位

を占め， したがってなぜその存在が認められるのかが明らかでなければならない。 それに

は， 第1に， 営利私企業組織ではなくてなぜ非営利組織なのか，「営利を求めてはならな

い」「余剰利益を分配してはならない」という法的な拘束を課せられる非営利組織がなぜ

資本制社会の中で形成され存続し， かつまた， なぜさらに成長拡大を続けているのか， 第

2に， 公共機関や公企業組織ではなくてなぜ非営利組織なのか， 社会公共的サ ー ビスをな

ぜ私的な民間組織に委ねるのかに答えることである。

この点については， 現に， 非営利組織の経済学的研究では， 少なくとも， なぜ非営利組

織が存在するのかその理論的根拠とその合理性についてすでに古くからまた新たに多くの

理論と実証モデルー 理論的アプロ ー チ ー が提示されており， これをめぐって多くの紹介

や説明があり， さらには解釈や批判が行われてきた。 他方では， この非営利組織の行動に

ついて， その活動のあり方， 組織構造， 顧客・ クライアントを中心にしてどのような点で

他の諸組織と異なる行動をするのかが主たる問題意識とされてきた。 すでにわが国におい

てもこれらを受けて， 特にアメリカの諸理論とモデルについて， 少なくともいくつかの紹

介や説明が部分的になされている研究は多数に上る匹

このような状況のなかで， この種の問題を敢えてここに取り上げるのは， 次のようない

くつかの正当な理由があるからである。

1) わが国においてそれぞれの論者の所説を完全に渉猟して理解している論者が少ない

こと， したがって， その解釈が不備なままであること， そこから無知や誤解の上に批判が

行われていること。 言うまでもなく， 外国の代表的な研究者達は多数の論考を甫ねると同

(1) 遠藤久夫， 民間非営利組織(NPO)の経済理論，
非効率な存在から「政府の失敗」「契約の失敗」の補完的存在へ

東海大学政治経済学紀要第 28号(1996)
吉田忠彦， 政府の選択としての非営利組織， 近大豊岡短大紀要， 18.1990.
吉田忠彦， 非営利組織への契約論的アプロ ー チの展開，

吉田先生記念論文集， 4. 1990. 
吉田忠彦， 非営利セクタ ー の役割と形成， 1—1992. 公益事業研究
野中郁次郎， 公組織の環境適応理論に向かって

公企業・非営利組織行動のコンティンジェンシ ー ・アプロ ー チ
防衛大学校紀要43. 1981. 

橋本 理， 非営利組織理論の検討， 経営研究， 44巻4号， 1998. 2. 
橋本 理， 企業論による非営利組織研究の課題， 経営研究， 49巻3号， 1998.
金川 幸司， 公益性と共益性の観点から見た， 民間非営利組織の機能分類とその役割について，

経済経営研究年報 第 48号， 1998.
藤田 暁男非営利組織と社会経済制度問題

ペストフの所説の示唆するもの 経済学研究59巻5• 6 号， 1994.
藤田 暁男， 最近の非営利組織にかんする問題点， 社会的非営利組織への接近

金沢大学経済学部論集， 14巻1号， 1993.
小島広光『非営利組織の経営 日本のボランティア』北海道大学図書刊行会， 1998.
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時に多様な実践と実証を蓄えているのであって， まず， これらを少なくともすべて渉猟す

べきである。

特にわが国においては， 非営利組織の形成理論それ自体を全体として研究した書物や総

合した理論枠組みを提示した論考はいまだみられない。 筆者はこの方向を目指しているの

である。

2) 現実の社会が急速に社会的要請として求めている社会奉仕活動 ーいわゆるボラン

ティア活動組織 ー， 政治的・社会的なイデオロギ ー 表明団体あるいは経営の危機に直面

して構造改革を迫られている病院や学校あるいは教団などの伝統的な非営利法人など， 非

営利組織それ自体の範囲に含まれる領域が拡大し， したがってその種類がさらに多数となっ

たこと。 これに伴って， 非営利組織の存在理由が多様となり， 別の根拠を求めなければな

らないこと。

3) 理論上の問題としては， 従来の非営利組織の存在理由の理論は主としてアメリカの

実践から導き出された帰納的理論であり， 今日のような非営利部門が世界的な広がりを見

せている中では， グロ ー バルな非営利存在の根拠を探求する必要があること。 この点では，

すでに別の存在の根拠を提示する議論や非営利組織概念の世界的な統合を試みる努力がな

されている叫

4)初期の研究者の提示した理論なりモデルが精緻化されあるいは分化されて， ある理

論やモデルから別の新たな提示が派生し理論化されていること。

したがって，「なぜ非営利組織が存在するのか」を理論のうえから今もって， 今こそ改

めて， 尋ねる必要があるのである。 今後はそれぞれのアプロ ー チの研究と検討を続けるこ

とになるが， 本稿では， まず， それぞれのアプロ ー チの概説を行い， 次いで， いくつかの

アプロ ー チのうちで， 初期に提示されたモデルであり， すでに多くの論者によって紹介さ

れ解釈され， このアプロ ー チを基礎にいくつかの理論を派生させた有力な「政府の失敗」

理論に限って詳しく説明しその問題点を明らかにする。 この場合， とりあえずその代表的

な研究者であるワイズプロ ッド(Burton A.Weisbrod)の所説を尋ねることに限定す

る(3)。

(2) L. M. Salamon, Defining the nonprofit sector, A cross-national analysis, 1997 
James, E.'The Nonprofit Sector in International Perspective' Oxford University 
Press 1989. 

(3) B. A. Weisbrod, The Voluntany Nouprofit Sector, Lexington Mass.,1977. 
B. A. Weisbrod, The Nonprofit Economy, Harvard University Press, 1988. 

B. A. Wiesbrod, Toward of the Voluntary Nonprofit Sector in a Three-Sector 
Economy in Susan Rose - Ackerman (ed.), The Economics of Nonprofit 
Institutions, Studies in Structure and Policy, Oxford Uni. Press, 1986. 
B. A. Weisbrod (ed.) To Profit or Not to Profit, The Commercial Transformation of 
the Nonprofit Sector, 1998. 
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第1章 非営利組織はなぜ存在するのか 一 多様なアプロ ー チ

すでに拙稿「非営利組織の概念とその形態分類（商経学叢第42巻第2• 3号， 1995.) 

で指摘しているように， 一概に非営利組織といっても多種多様な事業領域と事業目的をも

つ諸種の組織が包摂されている。 したがって， 「非営利組織の発展する理由は多数にあり

複雑であり， 特定の書物の中ですべてを説明することは不可能であり」 (4し また グロ ー バ

ルな視点からみれは， さらにその存在理由は多様であって，理論研究が主としてアメリカ

の事例から導き出されている点からも， 「アメリカ以外の非営利組織の成長と分布を説明

できる理論の形成が必要であり」 csi, 最近の研究では当然のごとく， 非営利組織の概念と

その理論の 一般化が進められてきている (6)。 そこで，「非営利組織の存在あるいは存在の

理論的根拠を説明する理論は多種の異なる要素を含むことになる」 (7)
0

このような状況にあって， 現在の世界的な非営利部門の研究の内容は2つの相互に関連

する問題に取り組んでいる。 1つは発現の問題（非営利組織はなぜ存在するのか）であり，

lつは行動の問越（他の組織制度とどのような異なった行動をするのか）である。 前者は，

ひいては営利組織， 非営利組織， 公的組織の 3者の間の分業を扱うことになる。 営利企業

に比較してインセン ティブについて， 公的組織に比較して収入獲得について不利な状況に

あるにかかわらず， なぜこれだけ多数の非営利組織が存在するのかという疑問である。 後

者は， パ フォ ー マンス， 組織機構， 経営者行動， 対象顧客などに関して他の組織とどのよ

うに相違するのかを考察する問題である。

存在理由によって行動が規定される以上， この2つの問頗は当然に内面において直接関

連しているから， 非営利組織の形成理論と行動理論をめぐる諸理論は不即不離の関係にあ

る。 したがって， 形成理論に限ることは適当ではなく，主として論者の目的は「行動理論」

の構築にあるようなアプロ ー チも併せて検討する必要がある。 これらを含めてみれば， 今

日では， 非営利の形成理論は以下のような主要な6つのアプロ ー チに分かれていると理解

してよいと思われる。 これらのアプロ ー チが非営利組織の発現と存在理由を説明するのに

役立ってきた。 簡単に示すと 次のようである。

1) 非営利組織は公共部門が供給しない公共財の生産者であると考え「政府の失敗」か

ら説明される (
8
)。

(4) Henke, E. 0. Introduction to Nonprofit Organization Accounting, Third 
Edition, 1988. p. 4. 

(5) James, E. The Nonprofit Sector in International Perspective, Oxford University 
Press, 1989. p. 3. 

(6) L. M. Salamon, Defining the nonprofit sector, A cross-national analysis, 1997. 
pp. 11-4. , pp. 29-50. 

(7) D. R. Young, If for Profit, for What?, Lexington Books, 1983. 
(8) B. A. Weisbrod, The Voluntany Nonprofit Sector, Lexington Mass.,197 7 .  

B.  A.  Weisbrod, The Nonprofit Economy, Harvard University Press, 1988. 
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2) 非営利組織は営利組織の違いについて，「情報の非対称性」の概念， そこから導き

出される「契約の失敗」と「プリンシパル ー エ ー ジェント問題」に基づいて説明される呪

3) 非営利組織は営利志向ではない別のインセンティプをもつ誰かの企業家的機能が働

いて発現するとされる。この理論は先の2つのデマンドサイド理論（需要理論）に対しサ

プライサイド理論（供給理論）として分類することができる (10)。

4) 非営利組織は「ステ ー クホルダ ー 」の概念を中心にしてデマンドサイドの理論とサ

プライサイドの理論の総合を試みて説明される。消費者と企業組織の間の利害の対立関係

から，いくつかの状況によって，消費者が企業を直接支配するほうが消費者の福祉を増進

させるときに，非営利組織か形成されるとする (11)
O 

5) 「フィランソロピ ー の失敗」というある分析を提示して，「政府の失敗」と「契約の

失敗」を通した諸分析を批判する(12)
0

6) 非営利組織の行動に関する実証モデルによって，非営利組織は 「営利組織」と変わ

らない個人利益や収益最大化の行動をする存在であるとされる(13)
0

(9) H. B. Hansmann, The Role of Nonprofit Enterprise, The Yale Law Journal, 
Vol. 89, No. 5, April 1080, pp. 835-901. 

H. B. Hansman , Economic Theories of Nonprofit Organizat10ns, 
"Powell, W. W. (ed.), The Nonprofit Sector-A Reseach Handbook, Yale Um. 

Press, 1987, pp. 27-42. 
H. B. Hansmann, Reforming Non1rofit Corporation Law, University of 

Pennsylvania Law Review, January 198 , Vol. 129, No. 3. 
David Easley and Maureen O'hara, The economic role of the nonprofit firm, 

The Bell Journal of Economics, Vol. 14, No. 2, 1983. 
David Easley and Maureen O'Hara, Optimal Nonprofit Firms in The 

Economics of Nonprofit Institutions, in S. Rosr:Ackerman (ed.) op. cit., 
(10) Young, D. R.'、If for Profit, or What?" Lexington Books, 

; 
1983. 

Youn , 
J 

D. R. , "Ecomomics or Nonprofit Managers, 1995. 
Cll) Ben- er, A. "The Nonprofit Sector in the Mixed Economy" Michigan Um 

1993. 
Avner Ben-Ner, Nonprofit Organizations: Why Do They Exist in Market Econo­

mies? in S. A. Ackerman (ed), op. cit. 
A. Ben-Ner and T. Van Hoom1ssen, Nonprofit Organizations in The Mixed 

Economy, A Demand and Supply Analysis m The Nonprofit Sector in 
the Mixed Economy, 1993. 

Avener Ben -Ner and Benedetto Gui, The Nonprofit Sector in the Mixed 
Economy, m "The Nonprofit Sector in the Mixed Economy", 1993. 

B. Gui, Productive Private Nonprofit Organizations, A concepいal framework, 
Oct.-Dec. 1987. Annals of Public and Co-operative Economy, 

B. Gui, The Economic Rationale for The "Third Sector", Nonprofit and other 
Noncapitalist Orgamzat10ns, in A Ben - Ner and B. Gui(ed.), "The Nonprofit 
Sector in the Mixed Economy", 1993. 

(12) L . M. Salamon, Of Market Failure, Voluntary Failure, an.d 3rd - Party 
Government-Toward a Theory on Government-Nonprofit Relations m the Modern 
Welfare-State, Journal of Volunta$ Action Research, V 16, Nl-2, 1987. 

(13) Estelle James, The Nonprofit ector in International Perspectwe, Studies in 
comparative culture and policy, 1989, pp.4-8. 

Estelle James, The Nonprofit Sector rn Comparative Perspective in Powell, W. W., 
The Nonprofit Sector-A Reseach Handbook, Yale Univ. Press, 1987. pp.397-413. 

Estelle James, The Private Nonprofit Provision o.f Educat10n: A Theoritical 
Model and A plication to Japan, m "Nonprofit Sector in International 
Perspective, 19翡

R. E. Herzlrnger and William S. Krasker, Who profits from nonprofits?, HER. 
January-Fabruary 1987. 

R. E. Herzli問er, Can Public Trust in Nonprofits and Goverments Be Re-
stored? HER, arch-April 1996. 
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なお， その ほかに 近 時 注目すべき提 唱がなされて いる。 それは Bernard Enjolrasなど

が提 唱する社会 一経 済理論アプロ ー チである。 このアプロ ー チは， 行動の 調整と いう問題

から発して 展 開される。 経 済諸機関が 自らが直面せ ざる をえな い近 時の 「 調整の問題 」 を

解決するために 役立つ ぺく非営利組織が 創設されると考える。 このような視 点から， 非営

利組織は 調 整の 4つの論理 ： 市場 ・ 家族 ・ 連帯 •公 民の間の 緊張を制御する こと を 可能に

する 「 妥協の メ カ ニ ズ ム 」 であるとするアプロ ー チである ( 14)
0

以上の これらの異なる理論的アプロ ー チは 時には収敏するし， 時には相反するが， 非営

利組織のある種のある いは多くの 基本的 特 質を把握して いる。 これらのアプロ ー チが組織

に関する相違 点と いう 問題に 応える いくつかの要素 を明らかにして いるとしても， その目

的はとりわけ発現（その 存在理由 ） の問題に 集中して いる。

今回は 紙幅の関係上， 第1 章にお いて 1) - 4)のアプロ ー チの主 意と要 旨につ いて 簡潔

に明らかにしておく ( 15)。

第 1 節 「政府の失敗」 ア プ ロ ー チ

なぜ公共財 を公 共部門（政府機関や公 企業組織 ） ではなくて 私的 市場の非営利組織が 供

給するのか。

第1に， それは「 市場の失敗」 によ って 説明される。 公共部門が提供する公共財はまず

「排除不能 性」の 性質をもつ 財である。 排除不能 性とは 対価を支払った 人が， 排他的にそ

の 財 を 消 費する ことができな いと いう ことであるが， 公共財は 排除の 原則が成 立しな いか

ら， 逆に 対価 を 支払わなくても 消 費できる 財である。

さらに， 公共財は 消費にお いて 人 々が 競合しな い「非 競合 性」 をもつ 財である。 非 競合

性と はだれかが 消 費しようとしたときに 同 じ 財 を他の 人 々が 消 費する こと を 妨 げる ことが

0 4) Bernard ENJOLRAS, C omm ent Explique l a  Presense d'Organi sations a but 
non lucratif dans une Economie de Marche? 

Une theorie socio-economique des organisations non lucratives, A nnals of 
Public and Cooperative Economi cs 66: 4 1 995 .  

(15) ま た， S. Rose-Ack erm an に よ れ ば， 非営利組織の存在理由 と 行動原理を説明する理論 と し
て， 4 つ の 種 類 が あ る と し て い る 。 CS. R. Ack erm an C ed), The Economi cs of 
Nonprofi t Ins ti tuti ons ,  Studi es i n  Structure and Policy,  Yale Studies on 
N onprofi t Organiz ations, 1986, pp .  4-1 2.) 

1) 政府の失敗 に反応する も の と し て相対的に制度か 自 由 で ボ ラ ン タ リ ー 供 給 に 集 中 す る モ デ
ル ： 政府の失敗

2) 非営利を私的営利市場 に お ける情報の非対称性 と 取引 コ ス ト に 反応する も の と み な す モ デ
ル ： 契約の失敗 と 情報の非対称性

3) 非営利企薬を 自 己 目 的を推進する手段 と 見る企業家 ・ 経営管理者モデル ： 企業家精神
4) 代替性の高い財を生産する非営利企業間の競争的相互関係を強調するモテル ： 市場競争
ただ し ， 彼の分類はむ し ろ 「非営利組織の行動モ デル」 に 菫心があると い う こ とができる。
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ないということである。 このような 財 ・ サ ー ビスは 社会のすべての 人 々がいわ ば等量消費

するものであり， 他の 人 々も 同 時に 消費するものであるから， 消 費によって 生ずる 利 益を

正直に 示して 対価を 支払うよりは， 利 益がないように見せかけて 負担を 避けようとする フ

リ ー ライ ダ ー （ただ 乗り）の行 動を 引き 起こす。

したがって， このような 性質をもつ 財 ・ サ ー ビスを 社会に提供し 資源の 効率的 配分を 行

えるのは 市場メカ ニズムにおいてではなくて公共部門（政府部門）においてである。

しかし， 実際には， なんらかの 状況においては ， フリ ー ラ イ ダ ーの 行動 心理はなにも 普

遍的ではなく， 自発的に公共財の提 供に 貢献しようとする 人 々が 存在する。 しかし， 財の

提 供の 過程において利 益の分 配が 許されている組織に 関しては， 提 供した 善意（ 寄付金や

援助）が 本 当に公共的に 役立てられているのか どうかの 確証が 得られないから， このよう

な 貢献者もや かては 貢献意欲を 喪失してゆく。 とくに公 共財の 提供については， 公共財の

性質から， 個人の 貞献の 量と公 共財の 質との間には 観察 可能な関係 か存 在しない。

とこ ろ か， このような状況の 下でも， 非営利組織は 貞献か適切に 運用されていると 信 じ

させることができる。 これが公 共財についても非営利組織が 存在する理由である。

第 2に， 「政府の 失敗」 (government failure) に 対する 反応として 説明される。 この

アプロ ー チは非営 利組織は公共財の「 満たされない 需要 」 の 結果として発生したと 基本的

に主 張する。 これは 一種の政府の 失敗の 議論であり， その中では， 公共部門はある種の公

共 サ ー ビスの 質や 量をより多く求める 集団の 需要を 充足させることができないと見られて

いる。 そこで， この 集団は政府が 無視する共同体 需要を 充足するためにボ ラ ン タ リ ー ベ ー

スで組織を 形成する。 直接の代償のない 慈善の 寄付行 為で 支援される 寄付行 為組織の 大き

な 集団が， 公共財の 性質を 顕著にもつ サ ー ビスを提供する。 また， メン バ ー シ ップの 寄付

行 為で 支援される相互型の非営利組織は， 寄付者という 明らかに限定された 人 の々ために

集合財を供給する。 企業 家型の商業的非営 利組織は， 多くは サ ー ビス 料金収入による 資金

醐達を 行うが， この非営利組織も公共目的の 創造主でないとしてもその代理機関である。

とくに 純粋の公共財を 除く公共的な 財（ 準公共財）には 排除不能 性と 非競合性をさま ざ

まな 程度に 備えた 財 か存 在するが， これらの 準公共財とくに非 競合性はあるが 排除の 原則

が成 立する教 育や病院の サ ー ビスについて， 公共部門が提供する 財 ・ サ ー ビスの数 量や種

類に 満足しない 人 々がいるとき， 非営 利組織による供給が 生 じる。 ここでは， 非営利組織

の形成と行 動は「 市場の 失敗」 よりも「政府の 失敗」 にたいする 反応である。
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第 2 節 「市場の失敗」 ア プ ロ ー チ

非営利組織が私的市場に存在するその経済的合理性を立証するものは何か。 それは基本

的 に 「市場の失敗」 (market failure) にある。 営利私企業と非営利事業組織を 区別する

境界は， 「情報の非対称性」 (asymmetric information) = 供給者と消費者ない し は利用

者の間の財・ サ ー ビスに 関する情報が均等でない こ と， 「契約の失敗」 (contract failure) 

＝ 潜在的寄付者（消費者）が寄付（購買） し よ うとは思わない こ と， 「プリ ン シ パル・ エ ー

ジ ェ ン ト 問題」 (principal-agent problems) = 非分配制約の下で寄付者であるプ リ ン シ

パ ル（依頼人）の願望通 り に 経営者であるエ ー ジ ェ ン ト （代理人）が行動する可能性が低

い こ とに求められる。 そ して こ の 3 つの性質が組織形態に及ぼす影響を強調するこ とに よ っ

て非営利組織の存在理由を説明する。 すなわ ち ， ア ウ ト プッ ト の観察が不可能であるとき，

両者の間に情報の非対称性（差異）とそれぞれの効用の差異から生 じるプ リ ン シパル・ エ ー

ジ ェ ン ト 問題が存在すると き に は， 利潤最大化の行動が非効率な結果を生み 出す こ とがあ

る。 そ こ では， 非営利組織という別の組織の編成が必要となる。

経済理論 に よると， 営利私企業が極大社会効率を表す数量と価格で財・ サ ー ビスを供給

するにはつ ぎの条件が必要である。 すなわ ち ， 消費者が購買する前 に他の異なる営利企業

の生産物と価格を正確 に比較する こ とがで き る。 消費者が対価を支払うべ き 財・ サ ー ビス

について， 選択する企業と明確な合意を結ぶ こ とがで き る。 消費者が営利企業が結果と し

ての契約 に応ずるか どうか， も し それに 応 じ なければ補償をするか どうかを判定する こ と

がで き る。 し か し ， 生産物の購入 や消費の環境のためか， 生産物そのものの特性のために

か， 消費者が契約するか供給を受ける財・ サ ー ビスに 関する正確な評価を行えない こ とが

ある。 こ の よ うな場合， 市場 メ カ ニ ズ ム が正常 に 働かないから， 利潤最大化市場では， 生

産者である営利企業が供給する財・ サ ー ビスを過少 に生産 し た り 過大な価格を設定するよ

うな不正を働 く イ ン セ ン ティ プがつね に存在する こ とになる。 そ こ では， 営利私企業が好

ま し く ない行動をとる こ ととな り ， 利瀾最 大化の企業行動は非効率な結果を生む結果とな

る。

こ の よ うな特定の市場の失敗が 「契約の失敗」 であ り ， こ の失敗を補うのが非営利組織

の役割である。 つ ま り ， ある種の財・ サ ー ビスは消費者 に と っ てはそれが適切 に供給され

ているか どうかを評価する こ とが困難であるために， こ の消費者は非営利組織との取引の

ほうを選好するのである。 なぜなら， 非営利組織の特質である 「分配禁止の拘束」 の条件

がその選好を支えるからである。 すなわ ち ， こ の 「分配禁止の拘束」 の条件があるために，
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消費者は 供給する組織が品質を低下させるイ ンセ ンティ ブを小さく し ， よ い 品質を維持す

るであ ろうと考える。 こ の よ うに，消費者は営利私企業よ り 非営利組織が信頼に値すると

考えると， こ れを支持 し て かれらが監視 （モニ タ リ ン グ） が不可能な 財 ・ サ ー ビ スにつ い

ての 契約を結ぼうとする。 そ こ で，非営利組織はそう し た財 ・ サ ー ビ スの 供給にお い て比

較優位にあ り ， その種の生産と消費を可能にする こ とに よ っ て市場の全般的な 効率性を高

めるのである。 所有者や経営者が残余利益請求者でな い こ とから生ずる増資や生産能率を

維持する際の困難が伴うが， し か し ， ある場合には， こ の困難 よ り も，「信頼に値する こ

と」の方が よ り 菫要と なる。

第 3 節 「企業家機能」 ア プ ロ ー チ

政府の失敗と 契約の失敗に基礎をおくモデルは， な ぜ人 びとが非営利組織を相手とする

選好をするのかという諸理由を強調する本質的に デマンドサイドモデルである。 サ プライ

サイドからはそれ ま であ ま り よく検討されて い な かった。 高 い 金銭的報酬が欠 け て いる場

合，どの よ う な モ チ ベ ー シ ョ ンが非営利事業の企業家になる刺激となるのか。 こ の企業家

たち は営利部門の企業家とは違った行動を採るのか。 非営利組織を支配する人は彼 自 身の

目的を達成するのに どの ように行動するのか。 ある種の組織はな ぜ営利企業や 政府機関か

ら非営利事業体に形態を変えるのか。

こ の よ う な 諸点を明らかにするには，非営利組織の企業家精神に関 し よ り 発達 した理論

を必要とする。 ま ず一般的に， サ プライサイドの理論は， お よ そ次の よ う な 視点と解釈に

基づく。

私的部門の営利追求の事業家につ い ては， 少 なくと も利益追求行動と いう動機が基礎に

ある。 政府管理者の行動は予算獲得行動と し て概念化する こ とができる。 政治家の行動は

集票獲得 目 標と し て単一化する こ とができる。 こ れらの類型化に よ って， 営利事業と 政府

はどのように機能するのかにつ い て概念化する こ とが容易となる。 し か し，非営利部門で

は， こ れらに対応する存在がな い よ うに思われる 一 こ の部門の動因と動機の本質を把握す

る明確な リ ー ダ ー シ ッ プ エ ー ジ ェ ン ト が存在 し な いのである。 その 1 つの理由と し て，非

営利組織にはある明確 な 目 的ある いは単一の標識と動機が 当 ては ま る よ う な 指導者を結 び

つ ける単一の方法がな い こ とが挙げられる。

し か し ， 非営利組織に も こ の よ う な 企業家エ ー ジ ェ ントが存在する。 企業家の リ ー ダ ー

シ ッ プは事業部門ある いは 政府部門に限定されるのではなく，非営利部門にお い て も ま た
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そ の特徴をな し ているはずである。 そ こ で， 従来等閑視されてきた社会的 ・ 経済的行動の

領域 一 非営利の文脈のなかの企業家精神， こ の領域にお ける企業家行動を方向付ける異な っ

た モ チ ベ ー シ ョ ン， 危険， 制約，環境な どの諸状況 ー に注 目 するのである。すなわ ち ， 次

のような諸問題 に答える こ と のできるモデルの提示 を試みる。

経済分野では利潤が優れ た動機である と 一般に考 え ら れている場合に， こ の利潤動機が

排除されれば， 財 と サ ー ビ スを ボラ タ リ ー 非営利の方式で 供給する現象は どの ように理解

すればよいのか。 こ のため に は， 非営利組織の場合も同様に，少なく と もある部分で は新

し い何かを創造するため に 諸資源を組織化し調整する と いうシ ュ ン ペ ー タ ー のいう企業家

精神を語る必要があるばか り でな < ' 保険の対象 と ならないリ ス ク を 引 き受 ける と いう ナ

イ ト と いう企業家精神に触れる必要がある。 こ れは ボラ ン タ リ ー 組織の創設者が同 じ 領域

で営利組織の創設者の引き受 ける リ ス ク と それほ ど違わない リ ス ク を 負わ ね ばな ら な い と

いう現実の事例によ っ て確認されて いる (16)。

非営利の企業家精神 を説明する いくつかの動機の中には， 権力志向， 自 己創造性 の表明

の機会， 独立 性 ， 社会にお ける重要な役割， 既存の組織の保守， 主義への献身， 何か有用

な こ とをしたい と いう欲求な どがある。彼 ら は生来の特性 を基にして違 っ た種類の活動や

事業に対し 自 ら を駆 り 出す傾向にある。 そ こ で，潜在的な企業家は 自 己選択の過程を経な

がら非営利を選好する と を考える こ と こ と ができる。

そのように観れば， ボラン タ リ ー 組織は， た んなる利得 と は別のな にかに動機づ け ら れ

る企業家に と っ ては特に魅力的な形態である と 見る こ と ができる。 そう だ と すれば， 議論

の基礎 を金銭的動機だ けに求 め， 非営利組織の経営者はあ ら ゆる方法を使 っ て非分配の拘

束を 回避 しよう と し て非効率の結果を生むような存在であると観る研究者に反 し て， 非営

利組織は こ の経営者 に と っ て非分配の拘束が制約 と し て働かな い こ と を意味する (17)
0

特に， ヤ ン グ (D. Young ) の論考 は いくたの示唆に富む。彼はサ プライ サ イ ド か ら ，

どのようなリ ー ダ ー シ ッ プ エ ー ジ ェ ントが どのようなインセンティプをも っ て企業家精神

を発揮 し ， 非営利組織 を立 ち 上 げるのかを 明 ら かにしたうえで， こ の ような エ ー ジ ェ ン ト

の特性 が非営利組織の行動に どのように作用するかを考察するのである。 そ こ で，彼は非

営利企業家の詳細な一連の ケ ー ス ス タ デ ィ をして お り ， 広範囲に及ぶ非営利企業家の モ チ

(16) D .  R. Young の観察 し た事例では， 人的資本の激 し い緊張 を 特徴 と し て お り ，直 ち に 所 得
の喪失が あ り ，創設者 自 身のキ ャ リ ア に跳ね返 っ て来 る と い う 可能性が よ り 重要な リ ス ク を作 り
出 し て い る 。 D. R. Young, If Not for Profit, for What ? ,  1983, pp. 21-37. B.  Gui , 
Productive Private Nonprofit Organnizations, A conceptual framework, Annals oj 
Public and Co-operative Economy, Oct. -Dec. 1987. Vol .  58. No.  4, p .  424. 

(17) B.  Gui ,  op . cit . ,  p .  425. 
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ベ ー シ ョ ンとその 背景を指摘 している。 ある ものは イ デオロギ ーの 信奉者で あり， ある場合

には 予算極大化を ねらう者で ある。 彼は企業 家達を， 芸術家， 専門 家， 信奉者， 研究 家，

自由 人， 保守主 義者， 権力志向者， 支配者， 粋人， 金銭欲者と 性格づけている。 そして，

彼は多種多 様な企 業家の 性向を 持っ た人たちが多様な種類の企業や 産 業に 魅 了されるので

あると 論 じている。 そして， 非営利の企業 家になる主 たるモ チ ベ ー シ ョ ンは， 営利組織に比

較 して企 業家の 自由 裁量の範囲が 大きい 点に 求められ， ま た企 業家が 直接の 日 常的 監視を

放棄 し たときで も， 組織の 支 配を 維持 しようとする 企業 家の 志向で あっ たと 指摘して いる (18)
0

この 場合に 用いられる 基本的概念が ヤ ン グが ス ク リ ー ニ ン グと 呼ぶ「 選択過程アプロ ー

チ 」 で ある。 すなわち ， 非営利組織を 設立する理由は 何か， その 正当性は 何かを考察する

に 際して， ス ク リ ー ニ ン グあるいは 自 己選択の プロセスに 基づい た 行動理 論を構築する こ

とによ って 行うので あり， いずれかの動機の 学習を もった企 業家がこの 自 己選択を 通 して ，

企業 家活動に 従事する 産業なり部門を 選択する 過程に 基づ く 行動理論である。 企業 家の ス

ク リ ー ニ ン グの プロセスを 通 して 選択される 企業家の 諸形態がい ろい ろの 産業の中に 区分

けされ， それぞ れの 産業内の 経済 部門の 中に 区分けされる。 これによって， 特定の多様な

企 業家がなぜ ある種の組織の 状況のなかで キ ャ リア， 雇用， ベン チ ャ ー 率先性を 選択する

のかの構造的要 因が明らかになる。 こ こで 展 開される理論は， 非営利組織の 行動を 孤立 し

た 存在と してみるのではな く， 非営利組織と共存する他の部門との 文脈のなかで 非営利組

織の 行動を見るので ある。 この理論の主 意は， 多様な動機と ス タイルを も っ た企業 家達が，

富， 権力， 知的な あるいは 道徳的な目的ま たはその他の 目 標の 選好が これらの目的ないし

目 標を経 済の別の部面で 達成できる機 会と合 致するように， それぞれの 産業と経 済部門ご

とに 自らを分類するという点にある。 一度 ス ク リ ー ニ ン グされ れば， この企業 家 エ ー ジ ェ

ン トは企 業家の 特定の 行動様 式と業 績達成の 特 性をそれぞ れの 部門に 対 して 与えるという

責任を 大き く 引き 受ける。

このよう に ， ヤン グのこの 選択過程の考え方は， ある 特定の 参加者 一 ―—新しい組織を

構築する ために必要な 人と 資源を動 員し， あるいは 重要な新しい 計画や 政策を 実施する 企

業 家 一に 焦点を 当てる ことによって， 非営利部門における異な っ た組織 行動を 説明するの

に利 用される。 そして， なぜ 非営利部門に経 済活動が 起 こり， なぜ 特定の 型の 企業家が こ

の 部門に 参加するかの理由を明らかにし， さらにこの 選択過程から 引き 出される 非営利の

行動の 諸性向を 識別 しようとする ( 19)
0

(18) あ わ せ て 次 も 参 照 . S .  Rose -Ackerman Ced.) , The Economics of Nonp rofit 
Insti tutions, Studies in Structure and Policy, Yale Studies on Nonprofit 
Organiza tions , 1986, pp. 10-1 1. 

(1 9) D. R. Yo ung, o p. cit ., pp. 1-7, pp. 16-17. 
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他方， 同 じ サプラ イ サ イ ド理論に立っ E. James の解釈は より悲観的である。 こ の よ う

な組織を創設する諸動機の中に， い ろ い ろ な方法で隠された利得の配分があると している。

特にある種の活動を運営する際に， 資格要件と し ての非営利の法的な地位， 名声や社会的

地位への欲求， 特に政治的領域での有効な地位への欲求， 優遇課税措置を得る機会， 株式

会社に比較 し て組織の支配を失わない少ない リ ス ク ， 有限の責任な どの動機が潜む。 ま た，

「 イ デ オ ロ ギ ー 」 グ ル ー プに対する大衆の イ メ ー ジの向上。 こ の最後の問題は， 政治的さ

ら に宗教的 グ ル ー プが到ると こ ろ で ボ ラ ン タ リ ー 組織の創設者の中に入り込むとい う 一般

的な普及が見 ら れるだけに特に重要である。 なかでも主要な動機づけをするイデ オ ロ ギ ー

と し て宗教的信念の重要性を強調 している。 特にア メ リ カ 以外では， 学校や ヘ ルス ケ アの

施設を建設する こ とを通 し て， 改宗させたり信奉者を保持すると き に， 宗教団体が企業家

の活動力の軍要な源泉を提供すると している。

こ の こ とを説明するのに， ま ず最初に宗教的 （あるいは同類の） グ ル ー プが利潤以外の

企業家的動機を改宗主義の中に見い だ し ， 教育と保健 ケ アの主要な領域での （彼 ら が 「 イ

デ オ ロ ギ ー」 と呼ぶ）非営利組織を拡大する こ とを説明する。 さ ら に， 宗教的 （あるいは

政治的） グ ル ー プの同志は 自 発的に労務を提供し， あるいは少な く とも有利な価格で提供

し， こ れがそ の種の組織の別の強力な利点とな っ ている。 同様に， よ り大 き な機構 （ エ ン

プ ィティ）と連携 しているとい う 事実か ら ， イ デ オ ロ ギ ー 非営利組織は組織創設時に通常

受ける別の障害， 特に創設時において十分な危険資本を見つけね ばな ら ないとい う 障害を

容易に克服で き る。 こ の十分な危険資本は， 出 資者が将来の利潤に対し何 ら の権利も享受

しないとい う 事実によ っ て明 らかに資本の障害を克服している。 既存の連結組織の財政手

段に頼る こ とが可能である こ とか ら ， イ デ オ ロ ギ ー 非営利組織は こ の点についても非営利

の病院と学校の連携網と同様になる傾向があり， こ の種の連携網の発生は こ の う ち のいく

つかの大 き なキ ャ ッ シ ュ フ ロ ー に よ っ て説明する こ とがで き る。 こ れは， 非分配の拘束と

一体とな っ て， そ の部門内の再投資を特恵的オプシ ョ ン にするものである。 そ こ で， 当然

に， こ の よ う な グ ル ー プに属する こ とは， 利用者と寄付者との特権的な連帯を保証すると

い う 点で， 需要サ イ ド においても有利な位置を占めている(20)。

(20) Estelle James, The Nonprofit Sector in International Perspective, Studies in 
comparaitive culture and policy, 1989 . Estelle James , The Private Nonprofit 
Provision of Education : A Theoritical Model and Application to Japan, in 
Nonprofit Sector in International Perspective, 1989. Estelle James , The Nonprofit 
Sector in Comparative Perspective, Powel l ,  W. W . ,  The Nonprofit Sector - A 
Reseach Handbook, Yale Univ. Press, 1987 . 
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彼女の論考は， 制度を設立 した企業家ではなくて， 非営利組織の内部で有力な地位 にい

る個人 に 関心を持 っ ている。 ヤ ン グの理論が し ば し ば小規模で高度 に個性化された組織で

ある私的社会奉仕施設の事例研究 に連結 し ているの に 対 し ， 大規模で分権化された大学の

モ デルを提示 している。 彼女は大学を教授の効用の源泉であるとするモ デ ルを作 っ た。 そ

して， こ の モ デ ルでは， 大学の講義の収益は教授が選好する研究や大学院の諸活動への補

助と見ている。 彼女の関心は， 内部補助という共通の重要な現象なのである。 組織を支配

する人たち （終身教授） が臨時職員 （非終身教授） を雇用 して， 収入源となる活動 （学部

学生 に 大教室の基礎講義） に従事させている。 こ の活動からの収入 （授業料） は支配者達

の専門的諸活動 （研究と大学院教育） の内部補助に利用される。 しか し ， こ のような内部

補助は， 臨時眺員が 自 己の制度を形成する こ とが可能でありその剰余を保持する こ と にな

るから， 必ず し も可能ではない。 しか し 他方で， 現行の大学の状況では， 若い教授が優れ

た上級教授をもつ施設の一部 に なる こ と によ っ て獲得する威信が存在するために， 彼女の

モ デ ル には現実性がある(22)0 

第 4 節 「消費者支配」 ア プ ロ ー チ

一般的な組織形態は利潤追求と利潤分配をする資本家的企業である市場経済に おいて，

なぜ非営利組織の形成が行わ れるのかについて， 消費者と彼がそ こ から購入する企業との

間の関係 に焦点をおいて説明する。 すなわ ち 次のような展開である(23)
0 

消費者と企業は異な っ た 目 的を追求するがゆえに， 両者の間には潜在的な利害の対立が

存在する。 「ある種の状況」 が勝 っ ておれ ば， こ の利害の対立 によ っ て， それぞれ が 自 己

の福祉 （企業では利潤を， 消費者では剰余） を増進するために それぞれが所持する特定の

強み や情報を対手の犠牲 において利用 し ようとする。 一方の側が他の側の 目 的を指示 し ，

統合された組織を支配するような両者の統合がなされると， 両者の間の敵対関係は消滅 し，

すべての利得は内部化され， 情報を引 き 出 し ， 特定の諸利益を利用 し ようというイ ン セ ン

(21) S. Rose-Ackerman, op. cit . ,  p. 1 1 .  
(22) 以下の説明は主 と し て次の諸論文 に よ っ た。 Avener Bn-Ner, Nonprofit Organizations : 

Why Do They Exist in Market Economy? ,  in S. Rose-Ackerman, The Economics 
of Nonprofit Institutions, 1986. Avener Ben - Ner and Benedetto Gui, The 
Nonprofit Sector in the Mixed Economy, in " The Nonprofit Sector in the Mixed 
Economy" , 1993. A. Ben-Ner and T. Van Hoomissen , Nonprofit Organizations in 
The Mixed Economy , - A  Demand and Supply Analysis - in " The Nonprofit 
Sector in the Mixed Economy, 1993. " 

(23) B. Gui , op. cit . , pp. 425-426. 
た だ し ． 彼 は こ の論点に は納得 し て い な い。 p. 426. 
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テ ィブが現れ な くなる。 統合側は匿名の市場には伝達されな い情報を確保し， 組織に対し

共同余剰（利潤プラ ス消費者余剰）を最大化するよう要求する。 統合化によ っ て生 ま れる

共同余剰の増 大は， 統合側に占有される。

企業はその イ ニ シ ア テ ィ プをとる こ とができず， 消費者を統合できないときから， 統合

は消費者によ っ てしか達成する こ とができない。 こ の統合組織は労働者により支配される

生産者協同組合と類似の消費者協同組合と呼べるかもしれ な い。 他方で， 厳密 な 意味の非

営利組織は， 共同余剰最大化よりも ゼ ロ プロ フ ィ ッ ト (zero profit) の制約に服する消

費者余剰の最大化が選好される組織である。

したが っ て， 協同組合は非営利組織とは別の存在であり， 非営利組織は企業の消費者に

よる直接支配が， 市場を通した支配に比較して， 消費者の福祉を増進するときに設立され

る。 すなわち， 非営利組織は消費者がその組織の顧客となる こ とから得られる純利得が，

資本家的組織から購入する利益を越えるときに形成される。 こ の利益は消費者余剰 形

成と運転の コ ス ト を下回る非営利組織の運営から得られる が資本家的企業から購入す

る こ とによ っ て生じる純利益よりも大きい場合に達成される。

こ の場合， 先のある種の状況が検討される。 す な わ ち ， 1 ) 製品諸特性に つ いて消費者

よりも資本家的企業がよい情報をも っ ているとき， 2) 資本家的企業が品 質およ びその他

の製品諸特性を正確に供給しな いとき， 3) 資本家的企業が排除性のある公共財を価格よ

りも量において高い需要をもつ 消費者に分配するときの 3 つ の状況である。 こ れらは， 情

報の非対称性， 公共財の供給な どの諸理論が提示する製品の諸特性である。 こ の種の状況

によ っ て， 消費者支配型の非営利組織が発現するのである。

消費者需要に関する詳細 な情報が利用 でき ない時， あるいは資本家的企業がその消費者

を蝙すイ ン セ ン テ ィ ブをもつ 時， 市場で出会う消費者と資本家的企業の間の利害の対立か

ら消費者福祉と利益の双方がそれらの潜在的な 水準以下に下がる こ とがある。 こ の利害の

対立とそれがもたらす結果は， 消費者の後方垂直統合 つ ま り非営利組織としての企業

の消費者支配 によ っ て排除される可能性があるとする。 消費者支配は， 消費者が非営

利組織の余剰（金銭的配当より も 低価格， 多量， 高品質の形で配分される）を受け取る こ

とを保証し， 消費者需要の増大と消費者の誠実 な 処遇をする イ ン セ ン テ ィ プを提供する。

な お， 消費者による支配は 3 つ の形をとる。 すなわち， 需要の増大， 組織目標の決定へ

の参加， 組織の業績達成のモ ニ タ リ ン グである。 すべての消費者が非営利組織の支配に活

動的に参加するのではな い。 第 1 に， 支配的 な 消費者は他の消費者を支配から排除し， 彼

らを資本家的企業のするように処遇するかもしれない。 第 2 に， 支配が明らかに選挙によ っ
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て， あるいは組織の 支 配をより 活動的な 消 費者に 委ねるという 暗黙の 合意によ って 委譲さ

れるかもしれない 。 事実， 非営利 組織の 財が公共的であればそれだけ， 消 費者の 参加の必

要 性は少なくなる 。 第3に， ある 種の 消費者は他の 消費者の 支配に 「 フリ ー ライド」 する

かもしれない 。 さらに， 非 営利 組織の ライ フサイ ク ルの間の 技術， コ ス ト， 需要の 変化が

消費者の 関心と 消費者の 支配の 減少をもたらし， 組織の経営 管理者による 支配の 増加が 同

時に 生 じるかもしれない， したが って， 組織の 性格の 変化を 持ち 込 む 可能性があるとする 。

以 上のような他とは 異 なるアプロ ー チにもかかわらず， それが発見した 事実 は 市場経 済

における 非営利 組織の形成に関するその他の 諸研究の 結論を 補強し 完成するものである 。

その 結論は， 非営利 組織は ほと んどが 地域公 共財を 供給するであ ろうという ことであり，

それは， 非営利組織は公共財の 政府供給を 補完するために 設立されるとした 「政府の失敗」

理論の 結論に 呼応するものである 。 また， 情報の非 対称性が 存在するときに， 非営利 組織

は 消費者が 資本家的企 業では 見いだす ことができない 信頼を提供するという 「契約の失敗」

理 論を 補強しているのである 。 さらに， ス テ ー ク ホ ル ダ ー（ 労働者や 消費者）が利 害の 対

立から自 己の利 益を 求めて 資本家的 事業を 支 配するという 意思を中 心の概念においている

点も 「企業 家機 能 」 理論を 積極的に 容 認しているとして 注 目すべきである。 この 「消 費 者

支配」 アプロ ー チは デマンドサイドと サ プライ サイドの 諸理論の総合を 試みている 限りに

おいて， 統合 理論として 評価する ことができる 。

第 2 章 B. A. We i sbrod の 「政府の失敗」 理論

第 1 節 8. A. Weisbrod の所説

一般に 彼の所 論は 非営利部門の 存在 理 由として， 非営利 組織は 「政府の失敗」 に 対する

反応であるとする 立場であると理解されているが， これから 明らかにするように， 彼は 政

府と 非営利の間の制度選択においてのみ この 「政府の失敗」 を 根拠にしているにす ぎない 。

このゆえに， 改めて 彼の所 論を 網羅して理解する必要がある ""o

(24 )  以下の彼の論述は次の文献 に よ っ て いる。
Burton A. Weisbrod, The Voluntany Nonprofi t Sector, L exington Mass. , 1 997 . 
Burton A. Weisbrod, The Nonprofi t Economy, 1 988. 
Burton A. Weisbrod, Toward a Theory of the Vol untary Nonprofit Sector in a 

Three-Sector Economy, S. Rose- Ackerman C ed) , The Economics of Nonprofi t 
Insi ti tuti ons, Studi es in  Structure and Policy, 1 986. 
なお， こ の論文は． 彼の初期の著書， 「The Voluntary Nonprofi t Sector, 1972 . 」 のな かの
第3 章を全文収録 し た ものである。
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彼は， 営利部門， 公共部門， 非営利部門の 間 の制度選択 について， 第 1 に ， 「選択され

る状況（条件） 」 をい く つか挙 げている。

1) 拘束 ・ 規制 の諸制約 に よ っ て， 非営利は 「信頼性」（ロ イヤ リ テ ィ） が高い こ と。

2) しか し なか ら ， こ の信頼性だ けでは非営利存在の根拠にはな ら ない こ と。

3) その他の状況が必要であり， それに は， 組織の管理者が 「効率的」 とな ろ うとする

イ ン セ ン テ ィ ブが必要である こ と。 例え ば， こ の イ ン セ ン テ ィ プが小であれば， 組織は社

会的 に選択されない。 非営利の場合， 金銭的報酬 の イ ン セ ン テ ィ ブが働かな く ても， 信念

や イデオ ロ ギ ー の パ フ ォ ー マ ン スの 満足をより多 く 得るために効率的であ ろうとする。

4) さ ら に ， 情報問題の効果がある こ と。 よ く 知 ら された消費者（需要者） に は営利部

門の市場が選択される。

5) さ ら には， パ フ ォ ー マ ン ス報酬の困難性がある こ と。 こ の パ フ ォ ー マ ン ス報酬が困

難である場合， 営利企業は社会的 に 選択されない。

彼の基本的な制度選択 の考え方は， 彼の次 の論述で明 らかである。

「非営利のような混種的な制度は， 私的所有形態も政府形態も完全 に は十分ではない

個 々 に あるいは繋が っ て一 ―—ため に存在する。 消費者達はある特定の鹿品 について等

し く 情報を知 ら されていない。 消費者が情報を獲得できかつ解釈できる際の 効率性 には違

いがある し ， 消費者は異な っ た選好と富をもつがために， 知 らされる甫要度が違う。 そ こ

で， 営利市場はよ く 知 ら された消費者に はより十分 に機能するであ ろう。 ある種 の産業で

は， 複数の制度形態の ほうが望 ま し いかも し れない一 ー すア ベての消費者 に よ っ て選好され

る制度は存在 し ない。

われわれが経済を営利， 政府， 非営利の諸制度 の シ ス テ ム と して考えるな ら ば， 制度選

択の問題は 2 つの部分になる。 1 つは， 営利組織とその他の諸形態 の 間 の 選択である ； こ

の選択は対象となる尚品 の 性質 と く に本質的 に 私的財か集合財の特性を持つか に

よ っ て決 ま る。 す なわち， なん らかの財の供給（つ ま り資金調達） の公共部門の補完は，

ボ ラ ン タ リ 一 部門か営利部門のいずれか に なされるが， それは公共的供給財が原則的 に 集

合財型か私的財型か に 依存する。 政府に よる資金調達される財の 「集合性」 の程度 に加え

て， ある種 の 産業 に お ける ボ ラ ン タ リ 一 部門と私的部門の 相対的な規模は， テ ク ノ ロ ジ 一

の状態 特 に集合財とその 代替的私的財の 間 の 同一性 の 程度 ， 相対的な生産 コ ス ト

に 依存する(25)。 基礎医学研究と消費者情報は集合財であり， こ れはおそ ら く 他の諸制度 に

(25) B. A. Weisbrod , Toward a Theory of the Voluntary Nonprofit in a 
Three-Sector Economy, op. cit. , p. 39. 
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比較して営利 市場で は そ の供給 の効率性が 低 いと考えられ る 。 第 2 の選択 は政府と 私的非

営利 制度 の 間 の選択である 。 双方とも非分 配 の拘束を 受けるが ， 特 に政府 の 諸決定 に 関す

る政治的 制約， 非営利 の 資本市場 へ の 参入など そ の他 の 次 元で は異なる 。 政府 の公 共部門

は消費者 需要が 同質的な場 合 に 選択される 制度である 。 非営利 制度 は 高 い 水準の サ ー ビス

に 支払っても よ いとする少数 の人たちから求められる異 質的な 需要を 満たす の に 魅力的な

制度である 。 すなわち ， ある 産業 （ある い はある 国） における政府部門 の相対的 規模の 水

準を説明 し ようとする モデル にお いて ， 菫要な 変数 は 需要 量 の異 質 性である ようである

—異 質性が 小であれば ， 非政府部門 は 小となる 。 投票 の取 引 のな い単 純な 過半数 投票 モ

デルで は， 政府供給 の水準は中 央値 の 需要 の 関数である ； そ こで ， 満たされな い 需要が 大

きければ —中 央値の過剰需要 —私的部門とボラン タ リ 一部門 の結合したア ウ ト プ ッ ト

が より 大きくなる 。 したがって ， 政府 の供給するア ウ ト プ ッ ト の割合 は少なくなる 。 別 の

モデルで は， 選好の 強度 に よる 加算された 投票者を 仮定すれば ， そ の結果の仮説 は量的 に

異なる 結果となる ；しかしや はり ， 消費者 の 需要 における 変数が 多ければ ， 相対的 に より

大きな例外的政府供給をもたら し ， 公 共部門 の役割が相対的 に 小さくなると 推測する (26)

そ こで ， 非営利部門 の論理的根拠 は 2つ の要素をもつ ：非営利 は 消 費者 需要が異 質的で

あるとき ， 集合財を供給する の に有効である 。 これら の要素 は非営利を 二者 択ー的で はな

＜ 補完的 に正当化するも のである (27) (28) 0 

したがって ， 非営利と は「 集合財 に 対する 多様な 需要を 充足する存在」 として 社会的 に

選択される のである 。 それ は， 言 い 換えれば ， 政府で は公 共財を供給できな い理由がある

からである 。 すなわち ， 政府 の公 共財 の供給 に は「 平等のア ク セス」 と いう 制約がある こ

と ， 個別化され 地域化された 情報 に 接近 し にく い こと ， 政府 の供給で は 満足しな い異 質 の

多様な 需要者が存在する ことなどから ， 政府 の公 共財 の供給 に 対し 満たされな い需要 (2
9)が

存在するから ， 非営利が 選択される のである 。 これ は公 共財 の供給 に 関する「政府 の失敗」

(26) B .  A. Weisbrod, o p. cit ., pp. 39-4 0  
(27) B. A. Weisbrod , The Nonp rofit Economy,  o p. c it. , pp. 24-25. 
(28) なお こ こ で， ハ ン ス マ ンは択ー的 で あ る と 論 じ て いる点を批判 し て いる。 非分配の拘束が政府

と 非営利の双方を拘束 し て いる事実を過大 に 見過 ぎて いるよ う で， その結果， 「情報の非対称性」
が営利制度以外の制度を選択する社会の潜在的な正当性を示す も の と なる。 し か し ， 情報の非対
称性は政府 と 非営利の 間 の選択には十分な基礎ではな い と 。

(29) 彼は集合消費財に対する需要が政府 に よ っ て どれだけ満た さ れるか と い う 行動 モ デルを描 こ う
と するので あ るが， こ の 際の 政府 に よ っ て 「満た さ れる」 需要 と い う のは， 政府に よ っ て 資金供
給 さ れる需要 の こ と で あ る。 CB. A. Weisbrod, Toward a THeory of the Voluntary 
Nonprofit Sector in a Three-Sector Econom y ,  p.23. し た が っ て， 「満た さ れな い 」 と は
不満足 と い う 意味ではな く ， 資金供給 さ れない と い う こ と で ある。
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に 対する 反応であるということ になる (30)。 一般 にかれの所論が 「政府の失敗」 論の中 に含

められるのはこの点からである 。 しかし， 先 に示し たよう に， 政府と非営利の間の制度 選

択 においてこの「政府の失敗」 を根拠 にしている にす ぎない点 に留意す ぺきである 。 さら

にこの点を 正確 に理 解する ため に， 彼の論 述を 疸接 に 引 用し た ほうがよい 。

非営利組織は 集合財 に 対する多 様な 需要を 充足する制度である 。 民主主 義社会では， 政

府はある種の 条件を 満 たしている 人のす ぺて に サ ー ビ スを 利 用させ ねばならないという

「平等ア ク セス」 の制約が 課せられる 。 必 然的 に， 政府の サ ー ビスを 受益する 人の中 には

意図しない 受益者がいること になる ；この 人 たちは 排除 コ ス トのゆえ にその中 に含まれる

だけの存在である 。 同時 に， サ ー ビスを 受け取らないある種の 人 たちは 故意ではなく 排除

されるが ． それは 消 費者 人 口をより 正確 に 対象にすることの コ ス トが 高い ための 犠牲であ

る 。 し たがって， なんらかの政府 計画の適格性を 決定することはある ジ レン マを 呈する 。

1)適格性はより総体的であること ． これは 意図され た 受益者を 排除しなくてす むが， あ

る種の 意図せ ざる 受益者を含むことで 計画の コ ス トを 増 大させる 。 そうでなければ， 2)

より限定的となり， これは コ ス トを 低減させ， 意図せ ざる 受益者 への サ ー ビス 供給を 減少

させるが， その 過程で 計画外とし たより多くの 人 たちを 意図しないで 排除すること になる 。

ある場 合 には， 例えば非営利のような分 権的で非政府の 諸制度の メ カ ニズムの ほうが多様

で ． 地域化され た情報 に接 近でき， し たがって， 利 用の 過小と 過大のある種の問題は 克服

できるかもしれない 。

多様 性 に対処すること 一—これは基本的 に 情報問題である 一—ーは政府 にとって主要な問

題である 。 信託型， 消 費者 保護型の サ ー ビス にし ろ ． その他の 集合財 にし ろ すべ

ての 消 費者が公的 活動 に 対し 同 じ 需要をもっていれば， この問題は 消 滅する 。 政府の 供給

する サ ー ビスの 量 にし ろ 質 にし ろ 需要が多様であれば， ある 人 達 には 過剰な 満足を 与え，

他の 人 には 過小な 満足を 与えること になる 。 非営利の制度形 態はこれ に 応えることができ

るのである 。

すべての政府 諸単 位は 地域的な 境界 一 ―— 國， 州， 地方， 地区， 自 治体な ど によって

限定される 。 この 単 位が 小さければこの中の 住民は所 得． 富， 宗教 ． 民族的 背景． 教 育，

同種の経 済的 需要をもつよう に 導くその他の 特 性な どより 同 一的 になる 可能 性がある 。 し

(30) 最初の論文で は， 「政府に対するある種の制約があ り ， こ の制約の存在が私的市場の失 敗 を 引
き 起 こ す諸条件 に類似 し た政府市場の失敗 と 呼ぶ こ と がで き る結果を招 く 」 と し て ， 「政府市場
の失敗」 と し て いる。 (B. A. Weisbro d, o p. c it . ,  p .  22 . ) こ の点に関 し て， 単に呼称で はな
く て どのよ う に異なるのか を検討する必要が あ る。
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かしながら， このような 区分けを 可能にする 地域的 移動 性は 不完全である。 何か 特定の 集

合 財 タイ プの サ ー ビスに 対する 需要はある 地域的に限定された政府 単 位の中の 人たちの 間

で も多種多様であるのが 普通である。 政府の サ ー ビスと 課税の関連が どうであれ ， ある種

の 人たちはより多くを 需要し ， 他はより少なく 需要する。

集合 財 タイ プの サ ー ビスに 対して 満足しない 需要者は， 政府 供給のア ウ ト プ ッ トの代替

物を求めて 私的 市場に 転ずることがある。 しかし ， これらの 私的 財 もア ウ ト プ ッ トの 政府

形態に 対して 完全な代替物ではない。 私的 財の 主要な利点はその 所有者が 行使することの

できる 個人化された 支配にある。 この場 合， 私的 財に不利な 点は 消費者当たり コ ス トが 高

いことである。

同時にまた ， 満たされない 需要者はまた 私的非営利 部門に 転ずることができる。 非営利

は政府に 対する 需要の多様 性を 反映する。 いわば 私的非 営利組織は 「 ミ ニ政府」である (31)
0

言い 換えれば ， 集合 型の 財に 対する 満足されない 需要は政府の 「失敗」 であり ， 私的 市場

の失敗と 同類の ものである。 すなわち ， ある 追加的な 集合 タイ プの 財に 対し 支払いたいと

する 人 口の 一部の 意思が 結合して ， これがこの種の 財の供給の コ ス ト 増分に 勝り ， しか も

過半数の利 益に 応える政府はこれらの 財を供給できないということである (32)

しかしながら， 彼の 所論は ひとり 「政府の失敗」 理 論で非営利の 存在根拠を説明しよう

とするのではない。 先に指摘したいくつかの状況が 非営 利の形成には必要な 条件であるこ

とを論 じているが ， さらに ，「 フ リ ー ライ ダ ー」 問題に関連 して ， 非営利が存在するいわ

ば 十分条件と もい える 諸要 素を 挙 げていることに 留意しこれを 評価しなければならない。

1つは社会的 圧力であり ， 1つは 奨励制度（助成 金や 課税免税制度）であり ， この 両者

がアメと ム チの 役割を 果たす。 さらに， これらの 結果生 じる 「 寄付行 為」 に関連して， 私

企業や政府に 寄付をしないで非営利に 寄付をする理 由として ， モ ニ タ リン グが 容 易である

点を指摘している。 これらについて， 彼は 次のように 展 開する。

制度の 非営利形態が 満たされない 需要と 結 びついた 政府の失敗を 矯正する べき ものであ

れば ， この形態は フ リ ー ライ ダ ー問題を 克服しなければならない。 満たされない 需要 者の

本当の 集合財 への 需要は どのように 決定される べきか。 ア ウ ト プ ッ トは どのように 資金調

達される べきか。 政府が 需要を 決定できるとすれば， 満たされない 重要 者に 課税を 課しよ

り多くのア ウ ト プ ッ トを 供給することができ， これによって多様な 需 要に 満足を 与 えるこ

(31) 彼 の 別 の 表 現 で は， 「 あ る ク ラ ス の ボ ラ ン タ リ ー 組 織 は 集 合 財 の 例 外 的 政 府 供 給
Cexrtra go vernm ental pro viders) をする存在である」 と し て い る。 CB. A. Weisbrod, o p. 
c it., p. 3 0. )  

(32) B. A. Weisbrod, The Nonprofi t Economy, pp. 25-26. 
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と ができる。 政府 に比較 し て私的非営利制度 はよ り 多くを支払う と いう個人の意志に関 し

てその情報をよ り 効果的に 獲得する こ と ができるのか。 それができる と しても， 非営利制

度 は支払いを強制する こ と ができ な い と すれば， こ れを どのよう に支払わせるのであ ろう

か。 い く ぶんか関連する 2 つの問題 があ り ， 非営利制度 は こ れらの問題 を処理する兵器工

場の用 具をもっている。 すな わ ち ， 非営利は消費者がその 需要を明らかにするよう剌激を

与える2つの主要な 用 具をも っ ている。 1 つ は ム チ ： 社会的圧力であ り ， 2つ は ア メ ： 助成

金である(33)。 前者 は公的規制， 社会的規則や規範あるい は倫理や道徳を含み， 後者 は課税

優遇措置 な どを含む。

彼の基本的な 主張である公共財の制度選択 に適用される「政府の失敗」 は， 現実に 特 に

ア メ リ カ に おいて説得力のある非営利存在の根拠である。 ア メ リ カ の民主主義 と 経済の活

力 は その経済的 ・ 政治的シ ス テ ム の多様 性 の中 に あ り ， それ は 一つ に は， 私的でボラン タ

リ ー ベ ー スで 自らを組織する と いう市民の能力 に 負う と こ ろがある と 思われる。 こう して，

非営利活動に対する伝統的 な 論点 は， 政府から独立 し た分権的かつ柔軟 な しかも本質的に

共同体志向をもつ公共心のある行為 と いう非営利活動の性 質である。 すべての市民 に純粋

に公正な 星準でそのサ ー ビ スを 供給する こ と を 政府 に 求 める絶対的な制約から非営利部門

が 自 由である た め に， 非営利部門 は上のような 機能を果 たす こ と ができるのである。

絶対的制約が ど れ だ け 公共部門の 自 由を制約 し その柔軟性 を制限するかの程度 は， い く

ぶんか 政府のシ ス テ ム に 従って. . .変化するであ ろう。 … し か し ， か り に 法の前 に平等の原

則が提示されてい な い と しても， 法律が服従させる こ と のできる範囲 に おいて一つの制約

が存在する。 … …私的非営利部門 は 市場部門 と 同 じ い く つかの柔軟性 をもつこ と に なるが，
… … その柔軟性 を公共財 に 適用する こ と ができる。 政府部門 は 市民が脱退するのを許す こ

と ができ な い と いう不利点をも ち ， し たが っ て， 政府部門 は市民に彼らが不承知であるサー

ビ ス に 寄付をするよう強制する と いう不法行為を犯すか， ［ある種の］ 当 然受 け るべき集

団が必要である と するサ ー ビ スの生産を怠る こ と に なる(34)
0 

独立的で別種の公共志向の 供給をする と いう理論的根拠 に基づいて， ハン スマンが相互

的も しく は寄付行為的な 非営利の中に分類するような 政治的な ロ ビイング組織， チ ャ リ ティ，

その他の活動の正当 性 が現れる こ と は 確かである。 ま た それ は ， 託児所 ・ 病院 ・ 博物館 ・

学校 な どのサ ー ビ ス生産活動 に お ける企業家的 ー 商業的非営利 に 当て は ま るよう に思われ

る。 そ こ では， 非営利の存在が， 潜在的 に 画ー主義的 政府の支配や利潤追求の支配 に対す

(33) B. A .  Weisbrod, op. cit. , pp . 17-18. 
(34) D. R. Young, If Not for Profit, for What? , pp. 14-15. 
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る 均衡として 役立ち，またイ ノ ベ ー シ ョ ン ・ 対処方法論 ・政策理 念の 生まれ る 独自 の源泉

として 役立つ (35)。 現 に 彼自 身も，ボラン タ リ 一部門 の 発展 は他の両部門 の制約された 能 力

を 調節す る 存在であ ると 位置づけて い る ⑱）。 (Weisbrod, Toward a, p. 22.) 

第 2 節 評価 と 批判

彼の論 述 は多 岐 にわたり多 く の示 唆を 与えて，そ の後 の多様なアプロ ー チ の基礎とな っ

て い る 諸点を 認め る ことができ るが，な によりも政府と非営利 の間 の制度 選択の論理を明

確 にした 点が 評価され る。 これ によって，それまで の「 市場 の失敗」 論 の欠陥をただし こ

れを 補完した のであ る。 非営利組織を「政府 の失敗」 に対す る 反応と 位置づけ る こと によっ

て， 現在 の 増大 す る非営利 の説明が 可能 にな って い る のであ る。 しかも，そ の説明 の根拠

として，政府 の供給 水準 に関す る政治的 決定 のプロセ ス に求めて い る 点が 評価され る。 す

なわち， こ の政治的 決定 は選択 の 結果から 生ず ると いう解釈を提示して い る。 投票者 各人

は 彼が 受け取 る 追加利 益が， 彼が 負担す る 追加税負担を 超 え るなら，また 超 え る場 合 に の

み 生産 の増加 に 賛成 す ると いう 選択であ る。 利 益と 貢献の間 の 開きが すべて の市民に等し

いと いう こと は不可能で ると すれば， これが 可能であ る の は 中央値の投票者 にとってであ

り， 中間 層 の投票者 にと ってであ る。 しかし， いずれ にせよ，より多 く の政府 の供給を 選

好す るあ る種 の 市民 グル ー プが 常 に 存在 す る こと にな る。 こ の種 の グル ー プがボラン タ リ ー

部門 に 頼 る 集団であり， こ のボラン タ リ 一部門が公的 生産の水準 に 関 す る不満足 に対して

私的であ るが 集合的な 反応を 可能 に す る。 そ こから，ボラン タ リ ー組織 は著し く 集合的な

性質を 持つ 財 の政府供給を 補完す る の に比較的 に利 点を 持つ ことができ ると いう 仮説を導

き出した のであ る (37)。

第2 に，非営利組織 の存在理由を「非営利」 の性質に求め る ので はな く， むし ろ 「ボラ

ン タ リ ー」 の性質 に求めた 点であ る。 非営利組織が 選好され る根拠 に， 財 ・ サ ー ビ ス の量

よりも むし ろ 質の相違を指摘して い る 点であ る。 異 質で多様な 需要を 充足させ るため にボ

ラン タ リ ーな組織 へ の参加が行われ る。 少数もし く は異 質 の 需要 の財 ・ サ ー ビ スを供給 す

る のが非営利組織 すなわち ポ ラン タ リ ー組織であ る。

(35) Y oung,op .cit. ,pp. 14-15. 
(36) B. A. Weisbrod, Toward of the Voluntary Nonpnofit Sector in a Three- Sector 

Economy, op .  o :  t . ,  p . 22. 
(37) さ ら に， 彼は， 公共財 と 信頼性の間の議論 に つ い て， 財 ・ サ ー ビ ス に対する と 同様に， 信頼性

の高 い諸制度 に対する ま すま す強い公共需要 （医療 ケ ア ・ エ ネ ルギ ー 生産 ・ 食品添加物 ・ 法的責
任への需要） は， 時代の進展 と と も に よ り 技術的に複雑 と な っ て き て お り， そ こ で， こ の需要に
応 え る存在 と し て非営利部門の成長があると 指摘 し て いる と し て， ヤ ン グは こ れを興味ある帰着
点を提示 し て いる と 評価 し て いる。 D. R. Young, op. cit . ,  p. 14. 
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し た が っ て ， 異 質性 と 多 様性が き わ め て 大 き い ア メ リ カ 社会 に お い て ． 非営利組描か 多

数 で あ り 多 様 て あ る こ と を 説明 す る こ と か て き る 。

第 3 に ， こ の 祝点 が ま た サ プ ラ イ サ イ ト の 理 論 へ の 架 け 橋 と な っ て い る 。 現 に ， 「 合 没

家 授能」 の 北麿 利組絨 の 形成 の イ ン セ ン テ ィ プ と モ チ ベ ー ン ョ ン を 小唆 し て い る 3 8)。

第 4 に ． 非営 和組絨 は 分離 し て 消 費 さ れ る 単 伯 に 分割 さ れ る 財 に 適 合 す る こ と を 指摘 し

て l ヽ る ，＇ビ で あ る 。 現実 に ， J I営 利 糾繍 の 多 く は地域的 な 公 共 財 な い し は 4し 公 共 財 に 適 川 さ

れ て い る 制度 て あ る 。

第 5 に ． さ ら に 大 き く 評 価 す べ き 、1凸 は ， 「 政附 の 失 敗」 論 の 外 に ， そ の 他 の 諸 理 論 の 凧

（姥 と な っ て い る 梢報 の 非 対称性 ． フ リ ー ラ イ タ ー 問 題 ， モ ニ タ リ ン グ 問叫 ， さ ら に は テ マ

ン ト サ イ ト の flH論 と さ れ る 非宜 利糾織 の 経常 各 機能 に つ い て ス ク リ ー ニ ン ク． イ ノ セ ン テ ィ

フを 認 め て 似 示 し て お り ， こ れ ら の 条 件か そ の 後 の 先 に 概，況 分 類 し た い く つ か の 系謂 の 旦

礎 を 批 供 し て い る の で あ る 。 こ の 忍味 で は 彼 の 所論 の 与 え る 影製 は ハ ン ス マ ン を 超 え る も

の と い う こ と か で き る 。

し か し ， 当 然 に そ の 後 の 研 究 名送か ら い く つ か の 点 で 批判 の 対象 と な っ て い る 。 そ の _)ご

な 点 は お よ そ 次 の よ う で あ る 。

1 ) 集 合 財 を 供給 し ， 政 府 の 低 い 活動 水 準 で満 た さ れ な い 人 た ち に よ る 慈 善寄 付 行 為 で

資 金，凋心 さ れ る 非堂利 に 集 中 し て い る 。 こ れ は 「 消 費 者 支紅」 ア プ ロ ー チ か ら の 批判 て あ

る 。

2) 明 確 に モ テ ル 化 さ れ て い な い， 制 良 的 な 桔密竹 に 欠 け る ， J I営 利 部 門 の 製 品 洋 別 化

に 関 心 を も っ て い な い。 こ れ も 「 間 費 者 支配」 ア プ ロ ー チ か ら の 批判 で あ る 。

3) ボ ラ ン タ リ 一 部門 に よ る 供給 を 人 に す る こ と に 関心 を持つ 人 た ち は ， 限 界 税 負 担 の

配 分 が特 に こ の 文持 者 に 小 利 に な っ て い る 場 合， 同時 に こ の 人 た ち は 公的 供給 の 削戚 を 支

持 す る 人 た ち で あ る 。 し た が っ て ， 仄間 部l' 'J に 十 分 な 余地 か 銭 る こ と に な り ， 特 に 非営 利

糾糀 に 残 さ れ る こ と に な る の で あ る は9)。 つ ま り ， 非訊 利紐織 は 政府 の 久 敗 に 反 凡 し て い る

た け で は な く て， こ の 人 た ち U ら が政 府 の 供 給 を 戚 ら す こ と に よ っ て 非 宮 利 部門 か 増 大 す

(38) 」 I判的 利 祁門 に お し ＼ て ． あ る 袖 の モ デ ル は非醤 利活動 と 1及l連 す る 博愛あ る い は）j: 金銭的 な 動 機 を
詔識 し て い た。 \\'e isbrod . Hansnrn n n は と も に 非 営 利 部 門 に 従 業 員 と 経 営 者 を 引 き 付 け る 巽
な っ た 滸 動 機 を 考 I.Ji: し て い た。 ハ ン ス マ ン は 2 柿類の経営符狸 者 を t張す る 一 ー も っ ぱ ら 金銭的
利 得 に の み 閃心 を も つ も の と 高品質の制度を経営 す る こ と に 関心を も つ 経 ’図秤罪 者 で あ る 。 非営
利 が捉 供す る 低 い 命銭的報酬 か，'11'i 1'l .よ化］ の経党符理 者 を 引 き 奇 せ る は 号手段 と し て慟 き 、 そ の鈷
呆， 非'i芯利 は よ り 嵩I斐 な 品質 の ア ウ ト プ ノ ト を 胎 出 す る て あ ろ う こ と を 彼 は ホ し て い る 。 ワ イ ズ
フ ロ ッ ト も 仏律 人． ．学院 卒 業 牛 の 屈 I ll選択 の 分祈 に お い て 同 じ 線 に 従 っ て い る 。 も っ ぱ ら 金銭 に 閲
心の あ る 大学院 卒 業 ル と 公 共 利 益 の法竹 業 務 に 関心 を も つ 卒 染 牛 を 区 別 し て ， 彼 は 公 共 利 益 の 機
閲 に 参 与 す る も の は ， 党 利 庄 律 1月 た の た め に 働 く 同 等 の 資格 を も つ 卒 柴 牛 に 比校 し て 相 当 に 低 い
報酬 で も こ れ を受 ： ナ 人 れ る こ と を 発 見 し た 。 (Y ou n g , op .  c i t . ,  p .  1 6 . )  

(39) B .  G u i .  Productive N onprofit Orga n i za t ions .  A conceptu a l  fra mework . Annals 
of Pu blic and  Cooperative Economy,  op.  c i t . ,  pp.  422-423. 
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る とも考えられ る とい う 批判 で ある 。

4) 公的供給 の 水準 に関して政府 に満場一致 の 決定 をする 能力 がない こ とから非 営 利 の

存在する 余地 がある の で は なく ， 非営利 へ の 依存 は 「割 り当 て」 (rationing) にお い て発

生 する 。 割 り当 てから排除 さ れ た人 たち が個 人 の レ ベ ル で事後 に非営利 を立 ち 卜． げ る の で

ある (40)0 

5) 政治過程 の 説明 は あま りに も非現実 的 で ある 。 過小数の利害 が公権 力 に 影 脚 する の

が現実で ある 。 事実 ， 過 半数 の 市民 がコ ス ト を引 き 受 け る 価値か ある と思 う 財 とサ ー ビ ス

を公的資金 で供給 する こ とに 同意 する だ け に限定 する の で は なく ， 実態 が示 している よう

に ， 市民 代表 は 少数集団の 利 益 となる コ ミ ュ ニ テ ィー 財 とサ ー ビス の 部分 も過 半 数の 市民

に負担 さ せてい る 。 たし かに ， こ の よう な代表者 の 行動 は 多種多様 な利害関係集団の選挙

支援 を得 よう とする 行動 から説 明で き る 。 それ ぞれ の 集団は特定 の 問題 に強 く 関心を持 っ

てお り， したがって， こ の 問題に関する 候補者 の 立場 を珪準 に投票 をしたい と考える 。 こ

の 結果 ， 利 害関係者 が自 ら市民 代表 の 候補者 に十分 な圧力 を掛 ける 組織 を作 る こ とか で き

る とい う 条件に お い て， 過小数 の 利 害 が公的権力 に影響 する こ とがで き る こ とを意味 し て

いる (41)(42)
゜

お わ り に

最初 に示したよう に ， 本稿 は 「非営利組織 の 形成理 論」の最初 の フ ェ ー ズ に すぎ ない。

したがって， Weisbrod に関しても総合 的かつ相対的 な評価 が必要 で ， い ま 単独 で は 結 論

を提示 する こ とを控えねばならない。 ただ ， 今後の展開 に際 して次の よう な点に留 意 すべ

(40) 例 え ば， ある種 の学 校へのア ク セ ス の制限 につ いて投票者 の間で満場一致で決められたと して
も， 市民 の間にその財 の分配を補正するため に民間部門 に依存するこ と は， 割り 当て手続 き （入
学試験） から排除 さ れた人たち の側 から個人 レ ベ ルで事後 に発生するものである。 B. Gui , op. 
cit . ,  pp. 422-423. 

(41) B. Gui ,  op. cit. , ,  p. 423. 
(42) ただ し ， ワ イ ズ プ ロ ッ ド は実 は 2 つ の場合を想定 している。 こ の点からは ， Gui の批判 は 一 考

を要する。 すなわ ち ， すで に次 のよ う に指摘 しているからで あ る。
「政府は 政治 的投票プロ セ ス によ っ て決定 さ れるなんらか の財 の量 と 質を供給する。 1 つ は ，

こ のプロ セ スは過半数投票を伴 う もので， こ れ にしたが っ て中央値 の投票者 の需製が結果を決定
するこ と になる。 別 のプロ セスは個人それぞれ の 「投票」 につ いて回る加算が， その個人 の 「大
声 の不平」 （ ある与えられた課税 供給 の決定 に関する不満足 の強度） の 「大 き さ 」 のあ る種
の関数であるよ う な加算 さ れた過半数決定ル ー ル と なるか もし れない。 こ の後 者 のモ デ ル は， 中
央値 よ り も平均 的な需要が 政府の供給水準を決定すると 仮定 し ， 平均 の左右 へ の分布非対称 効果
を もつ よ う で あ る。 し か し こ れらは， 政治 的プロ セ ス に関する実現可能な程度の推測 にすぎない。
こ こ で の目 的からして， 政治的プロ セ スが政府のア ウ トプ ッ ト と 課税 の水準 に関 して相 当 数 の投
票者を不満足 の状態 にすると い う 点だ け が 問題で ある。 」

B .  A .  Weisbrod, Toward a Theory o f  the Voluntary Nonprofit Sector i n  a 
Three-Sector Economy, op. cit. , pp .  23-24. 
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き であることを指摘するに留めてお く 。

1) 一概に非営利組織と言 っ ても， その形態によ っ て， その存在理由が異なる。 したがっ

て， 非営利組織の形成の理論的根拠を主張する際に， すべての非営利組織に適合する説明

がで き る理論な り 「モデル」 は本来考えられな い の ではな いか。 何に適合するモデル であ

るかを限定することの ほうが厳密であると言うことがで き る。 あるいは， 少な く とも 「適

合性の 程度」 の違 いを指摘すべ き であろう。

2) しか し ， もともと実証分析によるモデルの 構築にはかな り の限界がある。 各 自 が具

体的な研究対象を特定 し てそれを記述的に実証 して， この結果得られたモデルを限定 して

一般化することにも無理があ り 誤 り があるというべ き である。 すでに一般に指摘されて い

るように， グロ ー バルな視点， し たが っ て国際性や地域性の 視点， 同時に歴史的土壌と歴

史的事実， あるい はサ ー ビス特性によ っ てそれぞれに多様な存在理由の説明が求められる

の ではな いか。 む し ろその存在理由の 多様性ことが， 非営利組織の存在を特徴付けて いる

と考えられる。 む し ろ ， 現実に存在 し 法律によ っ て 「非営利組織」 と して権利義務を享有

している限 り ， よ り 現実に則 したそれぞれの 「存在理由」 の歴史的・ 理論的探究ことが必

要であ ろう。 それらが， 非営利組織の経営のあ り 方（規制 ・ 保護助成・ 経営構造 ・ 経営管

理）に決定的に作用を及ぼすはずである。

3) 少な く とも， 今の段階で以上の点に照ら して言うならば， 存在理由の理論的根拠を

明確に してそれが現実に適合するためには， 次 のような分別が必要である。

( 1 )  生産的非営利組織とそれ以外の非営利組織 ： 前者は公共財の供給と医療 ・ 教育 ・ 情

報 ・ 研究な ど の ボ ラ ン タ リ ー 活動 のサ ー ビス組織であ り ， 後者は政治活動・ 労働組合・

宗教活動 ・ 環境保全活動な ど主と して意見表明団体である。

(2) 公共利益非営利組織と相互利益非営利組織 ： 前者は医療 ・ 教育・ 慈善な ど の サ ー ビ

ス組織であ り ， 後者は眺業団体 • 各種の ク ラ プ ・ 相互保険 • 協同組合な ど の 団体であ

る。 後者は会計上 の余剰利益が計上される前に構成員が潜在的な余剰利益の分配に与

る組織である。 この種 の組織はその 構成員の便益を図る 目 的で形成されるがゆえに．

相互利益に基 づ いて利益を分配することが組織の存在理由そのものである。

(3) 寄付・ 社会奉仕の非営利組織と ク ラ イ アン ト 料金収入の 商業的非営利組織 ： 前者は

「非分配の拘束」 による信頼性が存在理由と して決定的な意味を持つ のに対 し て， 後

者では 「非分配の拘束」 による誘因は弱 い。 む し ろ ， 営利企業と競合する分野である

点からも供給サ ー ビスの 品質が直接の誘因になると考えられる。 「契約 の 失敗」 理論

の 限界の問題が潜 ん で いると言うべ き である。
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